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Ⅶ．補助金等に関する事務執行状況について（平成16年度）
（３）奈良市体育協会加盟団体等への運営補助金
　当時の監査結果の趣旨は、補助金支給対象団体の補助対象経費の範囲を明確
化し、補助額が適正かを事後的に妥当性を検証することができるように領収書
の入手及び保管を求めたものである。当該趣旨からすると、単に領収書を入手
及び保管するだけではなく、その内容まで詳細に検証すべきところ、今回調査
した限りでは当該領収書の金額と事業収支決算書との金額を照合するにとど
まっていた。また、証憑として添付されている領収書を閲覧したところ、宛先
が団体ではなく個人名である領収書、誰でも入手できる市販の用紙に酷似した
筆跡で書かれている領収書、個人の立替分で使途及び計算金額が不明瞭な領収
書、店舗名が記載されているが社印や係印がない領収書などの事例があり、領
収書の内容まで踏み込んで調査されておらず、また補助金交付チェックシート
も記載されていなかった。所管課の担当者に質問したところ、他の団体にも不
明瞭な領収書の存在や領収書の添付漏れがあるとのことである。
　市が実施すべき事業を一部実施しているため補助金を支給するという本来の
趣旨に立ち返り、各団体の領収書の内容を詳細に検証するとともに、今後支出
金額及び支出先が明確な領収書のみ補助対象経費に係る証憑として認める等の
方針を策定、周知徹底し、各団体を指導監督されたい。

スポーツ振興
課

措置済

　補助金交付団体に対し、補助額が適正かを確認するた
め補助金要望時に、事業内容、予算の執行状況、補助金
の必要性等の聞き取りを引き続き実施しています。さら
に、事業完了後に補助金に係る関係書類の提出を求め、
その内容にまで踏み込んで補助金の支出が適正かどうか
を検証しています。
　また毎年度、領収書については、支出先及び支出金額
が明確な領収書の提出の徹底を行い、平成30年度には全
団体で実施できました。
　今後も各団体の領収書の内容を詳細に検討するととも
に、補助金の使途についても指導監督していきます。

令和元年9月1日現在

124

Ⅹ．医療保険事業及び介護保険事業の経営管理について（平成18年度）
（１）滞納保険料
　保険料の滞納に延滞金を徴収しないということは、納付期限までに納付しな
い世帯主になんら不利益がないことになり、納期限までに納付した者と納付し
ない者に対し同じ取扱をすることになり公平を欠くものである。このことは、
納付期限までに保険料を納付しなければならないという意欲を低下させ、保険
料の徴収事務にとってマイナスに作用すると考えられる。
　今後は、奈良市国民健康保険条例第19条に基づき保険料に係る延滞金を徴収
すべきであるし、やむを得ない事情がある場合には、市長による減免の手続を
検討する必要がある。

国保年金課 措置済
　延滞金計算について、コンピューター収納システムは
整備し、平成30年度から延滞金の徴収を実施していま
す。

令和元年9月1日現在
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ⅩⅣ．市税の賦課及び徴収に関する事務の執行について（平成22年度）
（１）固定資産税の減免
　固定資産税の減免を受けるためには、減免を受けようとする者が減免の申請
書を提出し市の承認を受けることが必要である（奈良市税条例第79条）。この
規定により、減免は毎年申請を行わなければならないが、過去から減免を行っ
ているもの、非課税から減免に変更したものなど、現年度許可を与えているも
のであっても、減免の申請書のない案件が散見された。
　条例では、現時点で減免を許可している案件については、毎年全件申請書を
提出させ、改めて決裁を行う必要がある。過去に減免を許可した時点から、状
況変化があるかもしれないからである。現時点で減免を許可するためには、現
地調査を行い、現在の状況を確認する必要がある。そのうえで、改めて許可・
不許可の判断を行い、現地調査の確認結果も含めて、許可の判断過程を決裁書
に残すべきである。速やかに改善されたい。

資産税課 措置済

　本市では定期的に市内全域の航空写真の撮影を行い、
その写真を過去の撮影分と対比し、土地や家屋の状況に
変化が見られない限り減免措置を継続しており、変化が
あった場合には現地確認を行う方法で対応しています。

令和元年9月1日現在

177

ⅩⅣ．市税の賦課及び徴収に関する事務の執行について
(1)固定資産税の減免
　減免の申請書と決裁書を奈良市文書取扱規程に基づき、適正に保存するとい
う措置状況を確認するために、平成24年度における固定資産税の減免に係る申
請書を全件閲覧したところ、申請書に受付印も申請日の記載も無く、申請書の
みでは、納期限前7日までに提出されたかを確認できないものがあった。
　減免に係る申請書は、納期限前7日までに提出する必要がある。申請書に
は、市が受け取った際の「受付（日付）印」を押すことになっており、市の申
請書受付日を記録することができる。
　平成24年度の申請書は、監査を実施した平成24年8月13日時点で24件あった
が、そのうち5件は受付印がなかった。更に、5件のうち1件は、受付印が無い
だけでなく、申請日の記入もなかった。
　本件においては、当該申請書以外の書類を閲覧することによって、当該申請
が期限までに提出されたことを確認できたが、当該申請書には受付印も申請日
の記載も無いため、当該申請書のみでは、納期限前7日までに提出されたかを
確認できない。
　申請書が納期限前7日までに提出されたことを明確に記録するために、固定
資産税の減免に係る申請書には、市担当者は漏れなく受付印を押下するととも
に、申請者に対して申請日を記入してもらうよう指導することが求められる。
今後、同様の誤りが発生しないよう、減免決定過程で、受付した担当者とは別
の者が、当該減免申請が減免要件を満たしているかの確認とともに受付日も確
認するなどの内部統制の仕組みを構築されたい。

資産税課 措置済

　平成25年度から、減免申請書の受付日時漏れが発生し
ないよう担当者に認識を徹底させるとともに、担当係長
が申請書に不備がないかチェックし、決裁の際にも管理
職が再確認する体制をつくりました。

平成26年9月30日現在
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ⅩⅣ．市税の賦課及び徴収に関する事務の執行について（平成22年度）
（２）固定資産税の非課税
　奈良市税条例第61条から第64条の2では、非課税の適用を受けようとする者
が申告書を市に提出することが必要であると規定している。当該申告書の提出
を受けることなく、また市内部の決裁を受けることなく非課税を実施している
ことは条例にのっとった処理であるとは認められない。
　上記12件について固定資産税を非課税とするのであれば、非課税の申告書が
未提出の案件については申告書を提出させるとともに、各案件について非課税
とすることに問題がないかどうか、決裁を行うべきである。

資産税課 措置済

　固定資産税の非課税については、地方税法第348条にそ
の範囲が定められており、それに基づき奈良市税条例第
61条から第64条の2で、非課税適用を受けようとする者が
すべき申告について規定されています。
　現在、新規の非課税申出があったものについては、全
て申請書の提出、確認作業、決裁を経て非課税措置の可
否について処理を行っています。
　また、3年に一度撮影を行う航空写真等により、土地の
形状等の変化が確認され、新たに課税対象とすることが
必要となった場合などは、適時その対応を行っていま
す。

令和元年9月1日現在

181

ⅩⅣ．市税の賦課及び徴収に関する事務の執行について
（３）固定資産税に係る実地調査
　地方税法408条において、現場における償却資産の状況の確認、いわゆる実
地調査を毎年少なくとも1回実施することが規定されている。しかしながら、
資産税課は、償却資産の専従者の人員が少ない状況のため、現地に行き調査を
行うことは困難であると述べている。
　実地調査によって、償却資産の計上漏れを発見することは、税収の確保及び
課税の公平性を確保する視点から、極めて重要な業務であるといえる。この観
点から言うと、市内の全ての償却資産や、ある事業者の有する全ての償却資産
を対象とするなどの悉皆調査が人員の制約から実施不能であることを理由に実
地調査を全く行わないよりも、市民に影響の大きい、例えば1件当たり金額が
大きい償却資産が固定資産台帳へ記載されていないなどの課税漏れ案件を検出
することを主たる目的とするなど、計画を策定して、毎年実地調査を実施すべ
きである。
　金額的に重要な償却資産の課税漏れを検出するためには、法人税申告書の貸
借対照表や償却資産明細等の書面を吟味し、課税漏れが発生している可能性が
ある事業所を絞り込むなど適切な抽出を行うなどして、実際の現場で償却資産
の状況を確認すべきである。
　なお、人員数が限られていることから、人員数を鑑みた現実的な水準の年間
実地調査目標数を計画し、実行に移していくことが望まれる。

資産税課 措置済

　平成27年度から計画的に、抽出した事業所へ赴き、現
場にて課税すべき償却資産の確認を行うこととしまし
た。
　今後も定期的かつ計画的に実地調査を行うこととしま
す。

平成28年3月31日現在
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